
４．その他 
（１）賛助会員の入会促進 

不動産広告の適正化推進のためには、不動産広告を作成または掲載する新聞社、広告代理
店、不動産ポータルサイト運営会社の理解と協力が不可欠となるため、引き続き、広告代理
店等に賛助会員入会を働きかけていく。 

 
（２）地区調査指導委員会間の連携強化 

各地区調査指導委員会との連絡を密にし、共通の問題について相互に協力し、各地区間で
会員事業者に不公平な取り扱いが生じないように、体制の整備、強化を図る。また、本部調
査指導委員会において各地区調査指導委員会での規約の運用状況等、意見交換を行う。 

 
（３）関係官庁及び他地区協議会との連携強化 

消費者庁・公正取引委員会及び九州・沖縄の関係行政官庁との連携を強化することにより、
不動産広告の適正化と取引の公正化を図る。また、他地区協議会と情報交換や意見交換を行
いおとり広告やＳＮＳ等を利用した不動産広告等の共通問題への対応及び規約の適正な運
用を推進する。 

 
 
 

参考（九州不動産公正取引協議会の助成金、補助金） 
 
各地区（８地区）への助成金 
＊地区調査指導委員会費  １地区 １０万円 ＋ ３万円×開催回数 
＊義務研修会交付金    １名  １万円 

  
団体会員（１９団体）への補助金 
＊研修会補助金（１回実施毎に５万円。但し新入会研修会は除く） 
＊会議、研修会等参加者旅費の一部補助金（１団体一律１０万円） 

 
 

（単位 ： 円）
当 年 度 前 年 度 増   減   額 前年度決算額

１）事業活動収入

① 経常収入 10,793,400 10,708,700 84,700 10,458,700
会  費 10,793,400 10,708,700 84,700 ・団体会員(19団体) 7,283,400 円 7,238,700

・個人会員(3社)　 150,000 円 150,000
・賛助会員(福岡県50,000円×45社) 2,250,000 円 2,050,000
・賛助会員(福岡県外30,000円×37社) 1,110,000 円 1,020,000

② 臨時収入 360,000 360,000 0 404,442
受講料 100,000 100,000 0 25,000
雑収入 260,000 260,000 0 ・表示規約他冊子類販売 250,000 円 379,442

・受取利息他 10,000 円

11,153,400 11,068,700 84,700 10,863,142
２）事業活動支出

① 事業費支出 6,550,000 6,750,000 △ 200,000 4,338,898
総務諸費支出 500,000 500,000 0 ・公正競争規約・ハンドブック・入会促進他 496,089
広報費支出 500,000 500,000 0 ・HPリニューアル・ランニング費用 439,960
研修会費支出 2,700,000 2,700,000 0 ・研修会（規約普及・違反業者研修会） 1,500,000 円 1,620,129

・指導者担当者研修会助成金等 1,200,000 円

調査指導費支出 2,050,000 2,250,000 △ 200,000 ・実態調査費 150,000 円 1,286,600
・消費者モニター費 0 円

・本部調査指導委員会費 500,000 円

・地区調査指導委員会費 800,000 円

・地区調査指導委員会助成金 500,000 円

・調査費　 100,000 円

官公庁関係団体費支出 800,000 800,000 0 ・連合会等総会費　 400,000 円 496,120
・連合会幹事会費等会議費　 400,000 円

② 管理費支出 7,600,000 7,600,000 0 6,040,404
会議費支出 2,200,000 2,200,000 0 ・監査会・理事会・総会費用 2,020,139
交通費支出 3,300,000 3,300,000 0 ・研修会旅費補助金・出張旅費等 2,406,560
通信費支出 280,000 280,000 0 ・電話料・送料 121,288
新聞図書費支出 80,000 80,000 0 54,000
消耗品費支出 80,000 80,000 0 ・事務用品代 2,581
渉外費支出 80,000 80,000 0 32,432
印刷費支出 150,000 150,000 0 ・資料、名刺他印刷代 93,480
慶弔費支出 100,000 100,000 0 0
人件費支出 1,250,000 1,250,000 0 ・R7年度　事務委託費 1,250,000
雑費支出 80,000 80,000 0 59,924

③ 負担金支出 300,000 300,000 0 289,000
全国公取協議会負担金支出 300,000 300,000 0 289,000

事業活動支出 計(B) 14,450,000 14,650,000 △ 200,000 10,668,302
事業活動収支差額(C) △ 3,296,600 △ 3,581,300 284,700  (A)－(B) 194,840

Ⅱ 投資活動収支の部

（1）投資活動収入

① 特定資産取崩収入 0 0 0 0
特別積立預金取崩収入 0 0 0 0

投資活動収入 計(D) 0 0 0 0
（２）投資活動支出

① 特定資産取得支出 0 0 0 0
特別積立預金引当資産取得支出 0 0 0 0

投資活動支出 計(E) 0 0 0 0
投資活動収支差額(F) 0 0 0 0

１）財務活動収入

財務活動収入 計(G) 0 0 0
２）財務活動支出

財務活動支出 計(H) 0 0 0
財務活動収支差額(I) 0 0 0 （G）-（H） 0

Ⅳ 予備費支出他

予備費(J) 7,435,107 6,955,567 479,540 0
当期収支差額(K) △ 10,731,707 △ 10,536,867 △ 194,840 （C）+（F）+（I）-（J） 194,840

前期繰越収支差額(L) 10,731,707 10,536,867 194,840 見込み 10,536,867
次期繰越収支差額(K)＋(L) 0 0 0 10,731,707

収入額（A）+（D）+（G）+（L） 21,885,107 21,605,567 279,540
支出額（B）+（E）+（H）+（J） 21,885,107 21,605,567 279,540
支出額＋次期繰越収支差額 21,885,107 21,605,567 279,540

事業活動収入  計 (A)

Ⅲ 財務活動収支の部

令令和和  ７７  年年度度　　　　　　収収　　支支　　予予　　算算　　書書　　（（案案））
自    令和  ７ 年  ４ 月  １ 日

至    令和  ８ 年  ３ 月 ３１日

科            目 備　　　　　考

Ⅰ 事業活動収支の部
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